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2019年度 地理学コース卒業論文要旨 

 

男女共同参画政策にみられる自治体差の要因分析－埼

玉県の市町村を事例に－ 

淺尾 理沙子 

 これまで伊藤和子（2011）や伊藤公雄（2011），辻村・

稲葉（2005）などにより，国や都道府県の男女共同参画

政策に関する研究が行われ，その中で都道府県間の政策

の違いについて明らかにされてきた．一方で一都道府県

の市町村を対象にした研究は行われていない．しかし山

下ほか（2001: 16）によると分権化により，都道府県と

市町村が平等になったことで，都道府県は条例で市町村

の責務を明記することができなくなった．そのため市町

村は地域の現状を踏まえた政策を各自で進めていくこと

が求められている．このような現状の中で，一都道府県

における市町村を比較し，各市町村で男女共同参画政策

の推進度合いに違いが生じる要因を調査することで，よ

り多くの自治体が政策を推進するために必要なことを明

らかにするべきだと考える． 

 そこで本研究では，埼玉県の63市町村を比較し，その

中で特に違いがみられた男女共同参画に関する条例の制

定と男女共同参画に関する施設の設置状況が市町村ごと

になぜ異なっているのかを明らかにする．男女共同参画

社会を達成する上で自治体の基本となる条例については，

特徴的な市町村として朝霞市と戸田市を取り上げ，より

良い条例を制定するための要因を考察する． 

 埼玉県市町村の男女共同参画に関わるデータや，筆者

が埼玉県市町村に対して実施したアンケートの結果から，

条例の制定には自治体の職員数，施設の設置には市町村

の職員数と財政力が影響を与えていることが分かった．

また朝霞市と戸田市へのヒアリングから，より良い条例

を制定するためには，男女共同参画に対する住民の意識

向上，住民の意見を集める機会の創出，地域の活動団体

からの意見収集が必要であると考えた． 

 今後は本研究で行うことのできなかった，人的・財政

的余裕がない中で政策を推進している自治体の分析を詳

細に行い，そのような自治体で政策が積極的に進められ

ている要因を明らかにする必要がある．そしてどのよう

にすれば小規模自治体でも条例の制定や施設の設置がで

きるのかということを考察することで，規模に関係なく，

多くの自治体で男女共同参画政策が進められていくこと

が期待できるであろう． 

（指導教員：宮澤 仁） 

 

防犯まちづくりにおける行政の施策と住民による自主

防犯活動の意義－千葉県市川市を事例に－ 

川崎 歩 

 私たちの生活において安全・安心は身近な問題である．

昨今犯罪の発生件数は減少しているものの，人々の体感

治安は悪化している．犯罪への不安から各地で防犯に関

する自主的な取組みが盛んに行われている．このような

取組みは，地域の住民が自分たちの街について考え行動

を起こしている点でまちづくりといえる．まちづくりは，

地域環境，地域社会，地域経済の三つの要素が関連し，

行政が主導するトップダウン型の「外科的まちづくり」

と，住民の行うボトムアップ型の「内科的まちづくり」

の二つの側面から成り立つ．そこで行政が防犯を通じた

まちづくりを推進する千葉県市川市を対象に，防犯まち

づくりをまちづくりの三つの要素と二つの側面から考察

した．まず「外科的まちづくり」である，市川市が制定

している防犯まちづくり条例の中の市川市防犯まちづく

り計画を分析した．この計画では施策を通じて，地域環

境において景観や道路照明，住環境などといった生活環

境を整備し，地域社会において防犯に関する講習会の開

催や子どもたちへの防犯教育など防犯を通じた人々との

交流を促進していた．次に「内科的まちづくり」である，

市内で防犯活動を行う三つの自治会に聞取り調査を行っ

た．自治会が行う自主防犯活動は主に防犯パトロールや

防犯灯の維持管理，神社や公園等の清掃であり，これら

は犯罪を抑制する効果のほか，地域環境における生活環

境の維持管理に貢献し，地域社会においては住民へ防犯

活動の実施を示すことで安心感の構築に貢献していた．

調査を終えて，自治会による防犯活動の積極性は犯罪の

発生状況，地縁，キーパーソンの存在によって左右され

ることが明らかになった．また自治会を単位として防犯

活動を行う利点は地域の知識や経験の活用，積極性，持

続性であり，課題は関係者の高齢化，自治会の役割の増

加であった．なお本研究では「内科的まちづくり」とし

て自治会を単位とした防犯活動を取り上げたが，防犯活

動は自治会だけでなくさまざまな主体が行っている．そ

のため今後の課題として，多様な主体による「内科的ま

ちづくり」を検討する必要性がある． 

（指導教員：宮澤 仁） 
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インスタグラムが魅せる地域－水戸の梅まつりインス

タグラムフォトコンテストを事例に－ 

小林 清香 

 近年，スマートフォンの普及とそれに伴うSNS（ソーシ

ャルネットワーキングサービス）の大衆化の影響を受け，

SNSアカウントを運用する自治体が増加している．本研究

では，「第123回水戸の梅まつり」（茨城県水戸市）にて開

催された水戸の梅まつりインスタグラムフォトコンテス

トを事例に，インスタグラムが地域の情報発信や観光利

用において果たす役割や可能性を検討した．調査の結果，

インスタグラムは発信力よりも地域内への浸透力の高さ

が期待できるといえる．水戸の梅まつりインスタグラム

フォトコンテストにおいて，参加者は水戸の梅まつりや

水戸市を意識しながら写真を撮影し，その中から自身の

感性によって写真を選別し，水戸の梅まつりの投稿を行

ったことが明らかとなった．また，水戸市をはじめ茨城

県にゆかりを持つ人は，写真撮影時や投稿時に，より地

域を意識する傾向があった．さらに，写真撮影が日常的

な行為であることや，インスタグラム利用においては

日々の記録に加えて自身の感性に基づく世界観の構築が

行われていることも明らかとなった．水戸市では，市と

してのインスタグラム運用は，広告によって人を呼び寄

せるよりも住民や観光客による熱量が感じられる発信に

よって人を惹きつける形であることが望ましいとしてい

る．ハッシュタグを提示して写真投稿を呼びかけるイン

スタグラムフォトコンテストは，共有されたハッシュタ

グを通してさまざまな写真を目にすることで，地域に対

して親近感を持ったり地域の魅力を認識したりすること

のできる機会となりうる．ハッシュタグを共有する機会

を増やし，共感によって地域の魅力が認識されることは，

住民や観光客による熱量のある発信を生み，地域ファン

の獲得へとつながるのではないだろうか．そのため，イ

ンスタグラムを用いた企画は水戸市や茨城県にとって意

義のある取組みであるといえる．魅力が広く認識されて

人々や地域がより活性化すること，また，それに伴う地

元からの発信によって多くの人々が惹きつけられる観光

の形が実現することを期待する． 

（指導教員：長谷川 直子） 

 

山形県における土産物に占める県産品割合と，土産物に

対する購買者と販売者の捉え方 

酒井 瑠美 

 地域の魅力を引き出すための施策の一つに，農林水産

物を利用した６次産業化がある．本研究では，６次産業

化の取組みが積極的に行われている山形県を調査地とし

て取り上げた．本研究の目的は，山形県の農林水産物の

加工品を土産物としてアピールする上での課題を明らか

にし，今後の方向性を示すことと，土産物に対する捉え

方について，購買者と販売者との間にもし違いがあるの

であれば，どのように埋めていくのが良いかを示すこと

の二つである．結果として，土産物の購買者は山形県の

イメージと関連する商品を購入する傾向があった．また，

土産物を購入する際に，県産農林水産物を使用している

かと県内で製造・加工しているかの２点に着目すると回

答しつつも，実際，県産品の商品を多くは購入していな

かった．土産物の購入理由でもこの２点よりも購買者自

身の好みや個装で分けやすいかなどに着目して購入して

いた．土産物の販売者の「ぐっと山形」は県産品の商品

を売りたいとしつつも，土産物の購買者は県産品よりも

それ以外の商品を上記の理由で多く購入していた．ゆえ

に，県産品の土産物を製造・販売する際には，山形県の

イメージに関連するかや商品が個装されているか，個数

や価格がちょうど良いかなどを考慮せねばならない．ま

た，調査した土産物123品の商品のうち，26％が県産品の

商品であった．このことから，土産物の購買者は県産品

の商品を手に取る機会が少なかったと考えられる．さら

に，購入した土産物の県産品割合は，県内居住者か否か

で違いが見られた．調査した土産物の中には，県産農林

水産物を使用していない商品もあり，生産量の確保が難

しいためや原価が高いため利用していないことが考えら

れる．県産品の土産物を製造・販売するためには，以上

のような克服すべきさまざまな課題がある．しかし，県

産品の土産物は，その地域をより魅力的なものにするほ

か，域内での経済の活性化にもつなげることができると

期待される． 

（指導教員：長谷川 直子） 

 

商店街の観光地化によるアイデンティティの変化と商

店街住民の対応－鎌倉市小町通り商店街を事例として－ 

随 尚華 

 旅行や観光が大衆化した近代において，観光の舞台と

なる地域は，場所イメージの一部が訪問者のために作ら

れるようになるために，人々のアイデンティティに変化

が生じる． 

 本稿の目的は，鎌倉市小町通り商店街周辺を対象に，

チェーン店の増加と住民の小町通りに対する見解，そし

て鎌倉市の景観政策から，観光地化による地域の変化に

対し住民のアイデンティティがどう反応し，地域に働き

かけていくのかを調査することである．小町通りは，JR

鎌倉駅から鶴岡八幡宮に延びる商店街であり,多くの観
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光客が行き交う． 

 小町通りは，マス・ツーリズムがもたらす観光地化の

影響を十分に受けた後の状態にある．1980年代までは生

活道路であった小町通りは，観光客の増加によって地元

客が減少すると，生活者向けの商材を扱ってきた店は売

り上げが落ち込み閉店が増える．地価が高額になった小

町通りには資本を持つチェーン店が中心となって参入す

るようになるので，地域住民が中心となって構成される

商店会や自治会は，まちなみを維持することが難しくな

っていったと考えられる． 

 現在の小町通りは，多くの鎌倉住民にとって「自分た

ちの場所」ではなく，「観光客の場所」となっており，住

民の関心は薄くなっているといえる．しかし，小町通り

に住む者や，古くから小町通りで商売を営む者にとって

は，小町は現在でも思い入れの深い場所である．小町通

りにアイデンティティを持つ者たちが，通りの変化に課

題意識を持ち，自分たちのアイデンティティを，観光客

や地域外店舗のオーナーと共有しようとする取組みが，

現在の小町通りでは見られた． 

 小町通りにおいて，観光地化によって変化した地域イ

メージに対抗して，住民が自らのアイデンティティをま

ちなみに反映させていく動きの効果を見るには，引き続

き小町通りの動向を確認していく必要がある． 

（本誌にフルペーパーを掲載．指導教員：水野 勲） 

 

「街に描かれたアート」からみる池袋のいま 

高橋 澄香 

 近年，公共空間における行政による管理とアーティス

トによる空間創造のせめぎ合いについての研究が注目を

浴びている．本研究では，合法違法を問わず池袋に描か

れた壁画を「街に描かれたアート」という共通の視点か

ら見つめ直し，「街に描かれたアート」に評価がなされ，

行政が公共性を付与していく過程および「落書き」とみ

なされて消去されていく過程を明らかにすることを目的

とした． 

 池袋において「街に描かれたアート」は，社会的承認

を十分に得られない若者たちによる「消されゆくアート」，

まちづくりに積極的な住民による「ヴァンダリズムへの

抵抗のためのアート」，女性および子どもによる「街の魅

力を内外にアピールするためのアート」の三種類に分類

することができる．調査の結果，まちづくりに積極的な

住民，子ども，女性による「アート」には公共性が付与

されるが，社会的承認を十分に得られない若者たちによ

る「アート」は「落書き」としてみなされ，積極的な消

去の対象とされていることが分かった．この背景には，

2014年に豊島区が消滅可能性都市の指摘を受けて以降，

女性および子どもの定住化を促進することならびに，国

際アート・カルチャー都市としての魅力を国外にアピー

ルしていくことに対して行政が力を入れているというこ

とがある． 

 「街に描かれたアート」は作者の街に対する愛着形成

と密接に結びついているため，「街に描かれたアート」に

行政が評価を行い，公共性を付与するか否かを決定する

ということは，行政による住民に対するセレクションに

つながっていると結論づけることができる． 

（指導教員：宮澤 仁） 

 

地理的側面から見る市民マラソン大会－全国データ分

析および７大会のランナー調査をもとに－ 

辻横 真琴 

 全国各地で市民マラソン大会がひしめき合う日本にお

いて，これまでにはマラソンを題材としたさまざまな研

究が行われてきた．しかし，地理学の分野において，全

国の市民マラソン大会について分析したものは前例がな

い．そこで本研究では，マラソンがきわめて地理的なス

ポーツであることに着目し，全国802件の市民マラソン大

会データおよび７大会330名の参加ランナーに対して実

施したアンケートの結果を分析することにより，市民マ

ラソン大会の地理的な特徴や傾向をとらえることを試み

た． 

 まず，全国の市民マラソン大会のデータを収集し，独

自にデータベースを作成した．これをもとに，都道府県・

市区町村別の大会分布や月別の大会数を示したり，コー

スを類型化したりと，多様な角度から分析を行った．そ

の結果，大都市圏に大会が集中する傾向があることや，

地域によってコースの周辺環境や形態に異なる特徴が現

れることなどが明らかとなった．次に，北は山形市から，

南は宮古島市までの多様な７大会において参加ランナー

を対象とした現地アンケート調査を実施し，データベー

スからだけでは得られないランナーの属性に着目した分

析を行った．それぞれの大会のアンケート結果を比較す

ると，ランナーの居住地，すなわち集客圏や交通手段，

滞在期間など複数の項目で異なる傾向が見られた．この

結果には，大会そのものの要素だけでなく，自然条件や

開催地域のもつ魅力など，大会を取り巻くさまざまな条

件が影響している．最後に，こうした二方面からのアプ

ローチによって得た結果を照らし合わせ，総合的に考察

を行った． 

 以上により，本研究では，全国の市民マラソン大会の

地理的な特徴や傾向を示した．残された課題として，十
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分な時間をかけて大会情報を収集し，各地方のさらに多

くの大会でランナーを対象とした大規模なアンケート調

査を実施すること，そして多角的により精度の高い分析

を行う必要があることを挙げ，本稿の締めくくりとした． 

（2019年度卒論優秀賞受賞論文．本誌にフルペーパーを

掲載．指導教員：宮澤 仁） 

 

千葉県印西市の在住歴別でみる北総花の丘公園の捉え方 

橋本 瑞穂 

 本論文では，千葉県北西部の印西市に位置する県立北

総花の丘公園を対象として公園内に配置されたコンセプ

トの異なる各エリアの捉え方について，来園者に聞取り

調査とアンケート調査をし分析を行った． 

 今から約５年前に公園が完成したため，印西市内在住

歴５年以下と６年以上で来園者を分け，公園にどのよう

なイメージを持っているかについて，形容詞対項目ごと

に計算したスコアによる形容詞の選出によって調べた．

今回調査した結果としては，市内在住歴が５年以下の人

にとって，花の丘公園は「わかりやすい」「整然とした」

公園で，視覚を通じて得られるイメージがあるというこ

とが判明した．各景ごとの特徴も少ないながら形成され

ていることもわかった． 

 一方，市内在住歴が６年以上の人は，「地味さ」が公園

のイメージとして最もあるということがわかった．そし

て，各景のイメージも在住歴５年以下の人たちに比べて

複雑で多様な公園のイメージを有していることが判明し

た．具体的には「近代的」「洗練された」「都会的な」や

「さわやかな」「見通しの良い」などの形容詞もスコアが

高くなっていた．これらは在住歴の短い人たちの中では

見られなかった差異であった．本論文で仮説としていた，

在住年数によって公園の捉え方が異なるのではないかと

いう点に対しては，得られた形容詞の数と頻出度の違い

や公園全体を通じて得られた「わかりやすい，整然とし

た」（在住歴の短い）と「地味さ」（在住歴の長い）に現

れたのではないだろうかと考える．公園への見方や，感

じ方の点において，在住歴の長い人たちのほうが結果的

に公園内の造形や五感で感じるものに理解を得て形容詞

の表現を選んでいるように思える．よって，公園への理解

度と在住年数には関係性が見られたのではないだろうか． 

（指導教員：長谷川 直子） 

 

東日本大震災被災地において地域ブランドは企業の帰

属意識に変化をもたらすのか－福島県「ふくしまプライ

ド。『ふくしま満天堂』」を事例に－ 

古山 玲奈 

 2011年３月11日に発生した東日本大震災は，広範囲に

わたって甚大な被害をもたらした．特に，福島県におい

ては福島第一原子力発電所事故の影響で，８年が経った

現在でも震災による被害に遭っている．しかし，福島と

一言でいえども，会津地方・中通り地方・浜通り地方で

は震災の被害も大きく異なった．会津地方に関しては，

環境放射線測定値が低いことが示すように放射性物質に

よる汚染が軽度であったにもかかわらず，福島県内とい

う理由で風評被害に遭った．もともと会津地方・中通り

地方・浜通り地方は大きく性質が異なる地域であり，福

島と一括りにされることに違和感を覚える県民も多い．

そのような状況下で登場した「ふくしまプライド。」とい

う県のトータルイメージは，非常に洗練された前向きな

もので，福島県に一体感をもたらしていると感じる． 

 そこで，「ふくしまプライド。」の一環として事業化さ

れた「ふくしま満天堂」という地域ブランドを事例とし

て取り上げて，「ふくしまプライド。『ふくしま満天堂』

の設立は，地域ブランド参加企業の福島県に対する帰属

意識を高めた」という仮説を立て，本研究ではその検証

を行った．また，会津の地域ブランドである会津ブラン

ド「会津 史・季・彩・再」も比較対象として取り上げた． 

 これらのブランドに参加する企業を対象に実施したア

ンケート調査の結果から帰属意識の高まりは確認されず，

仮説は棄却されたが，「ふくしま満天堂」によって参加企

業による福島県をスケールとした一体感を創出するまで

には至っていることが明らかとなった．それは参加企業

の多くが，県外の顧客をターゲットとしており，福島県

で一体感をもって頑張ろうとする機運があることに起因

する．「福島」という地名から逃げずに販売促進を目指す

のは，売り手と買い手との間の誤解を防ぐ上に，長期的

に見ると福島県のイメージを商品から変えていく可能性

をともなう．「ふくしまプライド。」の「プライド」に込

められた「福島県に誇りをもつ」という意味は，福島県

の企業さらには福島県民がまずもって果たさなければい

けない役目であると考えられる． 

（指導教員：宮澤 仁） 

 

ジオパークの魅力を発信する新たな対象としての「サイ

クリスト」 

松尾 知歩 

 近年，日本において自転車は，従来の単なる移動手段

としてだけでなく，それ自体を嗜好として楽しむ使い方

に人気が集まりつつある．これを「サイクルツーリズム」

と呼び，それを趣味として楽しむ「サイクリスト」は，

自転車に乗ること以外にも，都会を離れ，自然を楽しむ
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ことを目的の一つとしている．サイクリストの活動する

「自然豊かな」地域の中には，ジオパークが存在する．

ジオパークは，来場者に五感を使って地球（地質・自然・

文化）に親しみ，それぞれのジオパークのもつ地質・自

然・文化のストーリーを学び，その地域により親しみを

感じてもらうことを目的としている．そこで本研究では，

ジオパークとその地域で活動するサイクリストとの関係

性について明らかにするため，全国のジオパーク協議会

へのアンケート調査，選定事例地域への聞取り調査，お

よびサイクリストへのアンケート調査を行った．その結

果全国のジオパークのうち，サイクルラックを設置して

いるのは全体の約４割，エイドステーションを設置して

いるのは全体の約１割であり，それらの設置はジオパー

クではなく県や市の観光課などの取組みによるものであ

ることが分かった．またサイクリストから見た「なくて

はならない」サイクリングコース上の設備は，トイレや

自販機，売店などの基本的なものにとどまり，絶景やグ

ルメ，走りやすいコースなどを求める傾向が強いことが

分かった．そのような景色や食の先にある，地質や文化

に対する興味ももつサイクリストも多く見受けられたが，

ジオパークの機能を生かしてサイクリングの最中に学び

を得ているサイクリストは少なかった．サイクリストが

休憩や，景色を楽しむために足を止めるジオパークの拠

点施設やジオサイトにて，サイクリストが自分で情報を

得ることができる仕組み作りが必要であると考える．調

査においても解説看板で地域の地質や文化を知りたいと

の具体的な要望が多く回答された．サイクリストをジオ

パークの魅力を伝える対象とするには，そのような適切

な情報提供が必要であると考えられる． 

（指導教員：宮澤 仁） 

 

古着専門店街を構成する要素－杉並区高円寺を事例と

して－ 

水口 祐紀 

 近年ファッションの選択肢の一つとなった古着を販売

する古着専門店は，特定の地域に集積することが多い．

本稿では古着専門店街をビジネスモデル，一般の集積論

との対比，ファッション産業との関係性から探り，古着

専門店街を構成する要素について調査することを目的と

する．調査フィールドは古着専門店が集積する東京都杉

並区高円寺であり，主な調査方法は古着店へのインタビ

ューである．また，一般の産業集積論としてマーシャル

の論を扱う． 

 古着店はユーズドとビンテージの２種類があり，本研

究では主にビンテージの古着店を扱う．これら古着店で

は，仕入れや値付けといった専門業務を行う．これらは

店舗の独自性に直結するため共有できない情報も多く，

古着店共通の組合などは今までは発達しなかった．また

アパレルの流行が仕入れに大きく影響を与えている． 

 高円寺の古着店は，JR中央線高円寺駅南部の四つの商

店街とその裏通りを中心に，133店舗が現在営業をしてい

る．商店街ごとに古着の価格帯や営業形態に傾向がみら

れる．高円寺の街は1922年のJR高円寺駅の開業，翌年の

関東大震災の避難民が郊外移動したことをきっかけに発

展した．震災後の全国からの人口流入や戦後の復興など

で，「なんでも受け入れる空気」が流れていた． 

 古着店４店舗へのインタビューでは，高円寺の街の変

化，来街者の変化が共通して言及された．以前は音楽文

化の街だったこともあり「アングラ」および「古着好き」

が多かったが，近年は若い女性が増えている．また，古

着を普段着用しない「新品層」が増えたが，この層はSNS

を見て特定の店舗や商品を目的に来街するため，以前よ

り古着店の回遊行動は見られなくなっている．また，

YouTubeの活用や新しい古着店の団体など，新たな試みが

見られる． 

 古着専門店街はマーシャルの挙げる集積の特徴と一致

していた．しかしSNSの発展により集積の効果は変化して

いる．また，ビジネスモデルも外向きのものへと変化し

ている． 

 高円寺の古着専門店街は高円寺の「なんでも受け入れ

る風土」をベースとした専門店街の集積であるものの，

商品特性がSNSやアパレルの流行といった時代趨勢の影

響を強く受けるため，その姿は変化しやすいものだとい

える． 

（指導教員：水野 勲） 

 

小規模離島における食料調達の実態と持続可能な住民

生活に関する一考察－鹿児島県鹿児島郡三島村竹島を

事例に－ 

村上 友梨 

 人口減少が進む日本において，今後はどのようにして

過疎地域に住む人々の生活を維持するかを議論，検討す

る必要がある．特に本土や大型店舗を持つ大規模離島へ

のアクセスが容易でない小規模離島では独自の方法で物

品が調達されていると考えられる．そこで本研究では，

鹿児島県の三島村竹島を事例にして、日常生活に直結す

る食料調達の実態を明らかにすることを目的とした．竹

島を調査対象地としたのは，三島村が九州本島から遠く

離れた三つの島から成り，その村役場が県庁のある鹿児

島市のフェリーターミナル付近にあることが興味深いか
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らである． 

 離島での食料調達に関してアンケート調査を行ったと

ころ，購買行動に加えて購買を依頼する言付けや自家生

産，おすそわけという複数の手段によって調達が行われ

ていた．購買先の選択に関しては購入者にとって注文方

法が容易であることが最も重視されており，若年層はイ

ンターネット，高齢者は電話での注文を行っている場合

が多かった．また，言付けをしている回答者は約７割で

あり，そのほとんどが３カ月に１回以上の頻度で行って

いることから，日常の食生活が言付けによる食材によっ

て支えられていることが明らかとなった．自家生産に関

しては年齢層が高いほど行っている割合が高く，おすそ

わけに関しては，回答者の全員が一年以内に竹島に住む

住民から受け取っていた． 

 インターネット販売の普及により購買先が多様化して

おり，商品選択肢の幅も広がっている．一方で，注文か

ら商店入手までの時間的な隔絶性は緩和されておらず，

配送料の高騰化も懸念点である．さらに，現地にはフェ

リー業社の職員がおらず配送業社も１社のみであるため，

フェリーの港への固定や荷下ろしなどの作業は住民によ

って行われ，住民は各自荷物を取りに港まで集まるか，

他の住民に依頼をしていた． 

 過疎化が深刻化した場合，物品の調達はインターネッ

トにて行えるが，民間業社のサービスを受けられないこ

とによる配送の問題に直面する可能性がある．よって，

配送の役割を行える世代が地域に存在するかが重要とな

る． 

（指導教員：水野 勲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 

  


